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個別的分野に付与された EC権限の範囲
―EUにおける環境刑罰権に関する事例を中心に―
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．問題設定
１９８７年発効の単一欧州議定書により E（E）C条約において環境分野に個
別的権限が付与された。それ以降，E（E）C条約１３０s条（現 EC条約１７５条）
〔TFEU１９２条〕を法的根拠にして，多数の環境立法が制定されてきた。EC
環境立法は質・量とも高いレベルにあると言えるであろう。しかし，欧州
委員会の報告書を見ると，EC環境法に問題がない訳ではなく，問題点は，
EC立法の履行にあると指摘されている１。また，欧州司法裁判所に係属
する条約違反手続を見ても，環境分野の件数が多数を占めていることから，
立法段階よりもむしろ執行段階に改善の余地があると捉えられる２。条約
違反手続は，欧州委員会が EC法に違反している構成国を欧州司法裁判所
に訴えるというものである。同手続において多いのが，構成国が指令（命
令）の国内法化・国内実施を怠っているあるいは不十分にしか行っていな
いという事件である。より具体的に述べると次のようになる。EC条約１７５
条１項を法的根拠にする EC立法は，EC条約１７４条〔TFEU１９１条〕に定
められた環境政策の目的を実現するために採択されている。例えば，WEEE
（電気・電子機器廃棄物）に関する指令は，急増する電気・電子機器廃棄
物の処理問題に対応することを目的とする３。構成国は同指令に定められ
た結果を実現するために必要な措置をとらなければならない。言い換えれ
81
ば，構成国は，新たに国内法を制定したり，既存の国内法を修正したり，
何らかの行政措置をとったりなど，必要な措置を講じなければならない。
この場合，指令自体は名宛人を構成国として，構成国に義務づけている。
この構成国の義務の遵守を強固にするためにマーストリヒト条約により導
入されたのが，EC条約２２８条２項〔TFEU２６０条〕に定められる判決履行
違反手続である４。これにより，判決の履行を怠っている構成国に一括金
又は／及びに強制金という罰金を課すことが可能になった。よって，EC
法の履行確保は，より一段と進んだものになったと考えられた。
なるほど，この判決履行違反手続の導入は，構成国レベル，すなわち，
EC立法に合わせて国内立法を制定させるあるいは国内立法を修正させる
というレベルの義務の履行が確保されることを意味する。しかし，これに
より EC法による環境保護が十分に貫徹されているとは言えない。それで
はどこに問題があるのか。EC立法のうち，規則は拘束力をもち，発効す
ると，全構成国において直接適用される。指令は，拘束力をもつものの，
前述したように，構成国が国内法化あるいは国内実施することになる。規
則にせよ，国内法化あるいは国内実施された指令にせよ，拘束力をもつが，
場合によっては，最終的に自然人あるいは法人に規則あるいは指令の内容
の実施を義務づけることになる。よって，EC立法のより完全な履行確保
には，構成国レベルのみならず，自然あるいは法人レベルにまで義務の履
行を徹底させることが必要になってくる。
そのような自然人あるいは法人レベルにおける EC立法のより完全な履
行確保が問題とされるのが，特に環境の分野である。環境分野に関する EC
立法が定める内容を実現するために，自然人あるいは法人に対する義務を
どのように履行させるか。その履行手段として検討されてきたのが，義務
違反に対し刑罰を科すことである。つまり，ECは，EC立法を通じ，環
境政策の目的を実現するための数多くの措置をとってきたが，現在，その
とった措置の内容をより完全に実現する手段として，ECが EC立法を通
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じて自然人あるいは法人に刑罰を科すことが問題となっている。
刑罰を科すことは，これまで国家主権の領域に属するものとされてきた。
EC条約においては，刑罰を科すことができるという権限は ECに明示的
には付与されていない。逆に，EC条約１３５条（関税協力）〔TFEU３３条〕
及び２８０条（不正行為に対する措置）〔TFEU３２５条〕において，そのよう
な権限を ECが行使することが明示的に排除されている〔TFEUでは該当
条文削除〕。他方，EUに関しては，第３の柱において，アムステルダム
条約による改正後の EU条約２９条に定める必要な場合に構成国の刑事法規
の調和を警察・司法協力分野の目的の達成のために手段として用いること
ができることが定められるようになった。
１９９９年１０月に開催されたタンペーレ欧州理事会において構成国刑事法分
野の調和の必要性が共通認識され，それ以降，欧州逮捕状枠組決定への合
意に至るなど，EUの第３の柱の活動が活発化してきた。他方，欧州委員
会は，環境分野やその他の分野における EC立法のより完全な実施に向け
て刑罰の導入の必要性を認識していた。そのような状況の下，刑事法に関
して，第３の柱の枠組の中で，構成国がイニシアティブをとり，枠組決定
を採択し，他方，第１の柱の枠組の中で，欧州委員会が EC立法を提案す
るという事態が起こってきた。
そのような事態が実際に裁判所における訴訟となったのは，C―１７６／０３
事件（環境刑罰事件）５と C―４４０／０５事件（船舶源汚染刑罰事件）６である。
本稿では，両事件を権限の観点から取り上げることにする。EC法システ
ムにおいては，EC条約が各個別的分野において ECに権限を付与し，EC
は，付与された権限の範囲内においてのみ行動できるという，権限付与の
原則に服している（EC条約５条）〔TEU５条〕。本稿では，この個別的分
野において ECに付与された権限，個別的権限の範囲はどこまでか，換言
すれば，EC法システムの中で，EC法の履行を確保するためにどの範囲
まで権限を行使することが可能なのかを検討したい。より具体的には，EC
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は同権限に依拠して刑罰を科することまでも可能なのか否か，さらにその
ような権限の性質はどのように位置づけられるかということを明らかにし
たい。なお，本稿で用いる刑罰立法要請権限とは，刑罰を科すように構成
国に要請する立法権限を意味する。検討の順序としては，まず，C―１７６／
０３事件判決に至るまでの，罰をめぐる ECの権限の発展を見る。次に，問
題となる刑罰の導入が定められた法行為とそれにかかわる C―１７６／０３事件
及び C―４４０／０５事件を中心に整理する。それらを前提として，最後に，EC
に付与された個別的権限の範囲と位置づけについて検討したい。本稿にお
いては，C―１７６／０３事件と C―４４０／０５事件を取り上げるが，権限の観点から
個別的権限の範囲に焦点をあてることにし，他の争点については必要な限
りにおいてのみ触れるにとどまる。また，EC環境法の効果的な履行に関
して，刑罰が最も適切なのか否かという，政策的な観点は，検討の対象と
はしない７。
．C―１７６／０３事件（環境刑罰事件）前までの EC法の発展
C―１７６／０３事件（環境刑罰事件）を検討する前に，EC法によりどこまで
EC法違反に対する構成国の義務が形成されていたのかを確認しておきた
い８。
構成国が原則的に刑事法及び刑事手続法に対し管轄権を有することは，欧
州司法裁判所の判例の中で確認されている９。もっともこの場合も，EC
法が一定の制約を課す可能性は留保されている１０。
他方，欧州司法裁判所は，非刑事的な罰について，ECが懲罰権を有し
ていることを確認してきた１１。例えば，ECは，経済法の分野では，違法
なカルテルあるいは支配的地位の濫用等に対し，罰金として課徴金を企業
に請求することが可能である。また，共通農業政策の分野においても，EC
条約 EC立法に定められた追徴金の支払いのような罰金を科す権限を有し
84
ている１２。具体的な事例を挙げると，裁判所は，農業政策分野において，
将来の補助金交付の排除などの制裁を定める権限が共通農業政策の目的実
現のために必要である場合，EC条約４０条３項及び４３条２項を法的根拠に
して生来することを認めた１３。
それでは，刑罰については，EC法はどこまで関与することができるの
か。１９７７年の Amsterdam Bulb事件（Case ５０／７６）の先決裁定の中で１４，
欧州司法裁判所は，次のように判示した。EEC条約５条（現 EC条約１０
条）〔TEU４条３項〕は，ECの機関によりとられた行動から生じる義務
を履行するために一般的であれ個別的であれすべての適当な措置をとるこ
とを構成国に義務づけるものであり，同条は，適当と考えられれば，刑罰
的な性質を有する罰でさえも含む，措置を構成国が選択することを許容し
ていると１５。さらに，EC法規の遵守の不履行に対し個人に課される特別
の制裁を定める EC法規の規定が存在しない場合，構成国は適当と考える
制裁を採択する権限を有すると１６。すなわち，裁判所は EC法の遵守のた
めには構成国が刑罰を含む制裁措置をとることができるということを明ら
かにした。同判決の趣旨は，１９９０年の C―２／８８Immにおいても確認された１７。
１９８９年の欧州委員会対ギリシャ事件（Case６８／８８）においては，欧州司
法裁判所は，以下のように判示した１８。まず，EC立法が違反に対する罰
を特に定めていない場合，あるいは，それに対して国内法律，規則及び行
政規定に特に言及していない場合，EEC条約５条（現 EC条約１０条）は，
EC法の適用と効果を保障するためにすべての必要な措置をとることを構
成国に要請するとした。その上で，裁判所は，違反に対する罰則の選択は，
構成国の裁量に入るが，構成国は，特に，EC法違反に対し同等の性質と
重要性を有する国内法違反に適用可能なものに手続的にも実体的にも相当
し，かつ，いずれの場合も罰則が効果的で，均衡がとれかつ抑制的で（ef-
fective, proportionate and dissuasive）なければならない，という条件の下
で罰されることを確保しなければならないとした。さらに，国内機関は，
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EC法違反に関して，相当する国内法を実施する際に行使するのと同じ注
意をもって進めなければならないとした。同事件おいては，裁判所は，前
述した Amsterdam Bulb事件に比べて，EC条約１０条に基づき構成国が必
要な措置をとらなければならないという義務を強調し，義務の履行にあた
って構成国の選択の裁量を認めるものの，その義務の履行に当たっては，
国内法において科している罰に相当する罰を EC法違反に対しても科さな
ければならないという，同化の原則（principle of assimilation）の適用を
構成国に義務づけた。
さらに，１９９９年の Nunes事件（Case C―１８６／９８）の先決裁定において，
欧州司法裁判所は，次のように判示した１９。EC条約５条（現 EC条約１０条）
は，ECの財政的な利益に害を及ばす行為を罰するのにすべての効果的な
措置をとることを要請する。そのような措置は，たとえ EC立法が民事罰
しか定めていないときでさえ刑事罰を含むことが可能である。定められる
罰は，同等の性質と重要性を有する国内法の違反に適用可能なものに相当
し，かつ，効果的で，均衡がとれかつ抑止的でなければならないとした。
すなわち，本判決において，裁判所は，EC法自体が刑罰を科しておらず，
また，刑罰を科すように構成国に要請していない場合にでさえ，構成国が
EC条約１０条の義務を履行するために，自ら判断して刑罰を科すことがで
きると判示した。
このように C―１７６／０３事件以前においては，構成国が原則として，刑事
法及び刑事手続法の分野で管轄権を有するものの，EC法が全くこの分野
においてかかわってこなかった訳ではない。裁判所は，EC条約１０条に定
められた，EC法の履行確保という構成国に課せられた義務の履行を要請
することを通じて，構成国に刑事罰を科すことを直接強制しないものの，
刑事罰を含め，すべての必要な措置をとることを求めてきた。その際，構
成国に措置選択の裁量を認めつつも，その措置が効果的で，均衡がとれか
つ抑止的でなければならないという条件と同等な国内法違反に適用される
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のに相当する措置を EC法違反に対してとらなければならないという条件
の２つを課してきた。それでは，C―１７６／０３事件では，この発展段階から
どのように変化したのであろうか。
．刑罰立法要請権限に関する事例
１．C―１７６／０３事件（環境刑罰事件）に至るまで
環境保護に刑事罰を導入する動きは，すでに欧州審議会における１９９８年
の刑事法を通じた環境保護に関する条約の採択に見られる２０。また，前述
したように，１９９９年１０月のタンペーレ欧州理事会後，第３の柱における構
成国の活動が活発化してきた２１。そのような中で，EUの構成国であるデ
ンマークが EU条約３１条及び３４条２項（b）を法的根拠にし，重大な環境
犯罪への対処に関する理事会の枠組決定を提案した２２。同法的根拠条文は，
EUの第３の柱，警察・刑事司法協力の柱に定められている。第３の柱の
措置の場合は，欧州委員会が提案権を独占しておらず，構成国も提案する
ことができる（EU条約３４条２項）。同提案の１４条は，できるだけ早く欧
州審議会の環境保護条約に署名するために必要な措置をとり，それを批准
するよう EU各構成国に要請するものであった。欧州審議会の同条約をど
の EU構成国も批准していなかったため，デンマークは，この状況を打開
するために条約でなされた提案を引き継ぐ形で枠組決定を提案した２３。
他方，これより少し後の２００１年に，欧州委員会は刑事法を通じた環境保
護に関する指令を提案した２４。この提案の立法趣旨においては，次のよう
に述べられた。まず，前述した Nunes事件などを参照しつつ，構成国が
EC条約１０条に従って，EC法を執行するために必要であれば，効果的で，
均衡がとれかつ抑止的な制裁をとらなければならないとし，また，EC法
が構成国に EC条約１０条に従い刑罰を定めるよう要請できるけれども，現
在，この種の制裁を明示的に要請する（requires expressly）ECの規定は
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存在しないという現状を認識した。次に，すべての構成国が環境保護に関
する EC法の最も重大な違反に対して刑事制裁を定めている訳ではなく，
環境保護に関する EC法の重大な不遵守のケースがなお多いと問題点を指
摘した。さらに，環境犯罪につき，EU全体で最小限の基準が必要であり，
刑罰のみが十分に抑止的な効果を与えうる手段であるとの見解を示した上
で，環境保護に関する EC法違反の犯罪構成要件に関する最小限の基準が
設定されるべきであるとした。また，環境刑罰指令の法的根拠としては，
第１の柱に定められる EC条約１７５条１項を挙げた。
このように，環境犯罪に関して２つの異なる法的根拠をもつ提案，枠組
決定案と指令案が提出されているのを受け，欧州議会は，指令案が採択さ
れるまで環境犯罪法に関して理事会が行動を控えるように勧告した２５。ま
た，欧州議会の環境，公衆衛生及び消費者政策に関する小委員会の報告者
Oomen-Ruijtenは報告書において，欧州委員会の提案の方がデンマーク提
案より好ましいとした。その理由として，次のようなことを挙げた２６。刑
事法は第３の柱のみに入らないこと，欧州委員会提案は最小限の法規を定
めており，構成国は自らのイニシアティブによってより厳格な刑罰を自由
に科すことができること，また，デンマークの提案は，人間に衝撃を与え
る場合にのみ危険とリスクに対して罰を科すことを求めており，ECの環
境目的の方がより広いこと等。
しかし，理事会は，欧州委員会の提案に修正を加えるという形では検討
を進めず，デンマークが提案した，枠組決定を２００３年１月２７日に採択した。
同枠組決定は，刑事法を通じた環境保護に関する理事会の枠組決定
２００３／８０／JHAとして採択された２７。同枠組決定は，EU条約２９条，３１条（e）
及び３４条２項（b）を法的根拠とし，前文と１２カ条から構成された。前文の
７段では，欧州委員会の提案を検討したが，理事会による採択に必要とさ
れる多数決が得られないと結論したと述べ，また，委員会提案は EC条約
により ECに付与された権限を越えており，目的は EU条約第６編を基礎
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にした理事会枠組決定の採択によって達成されえると考えたと説明された。
この枠組決定の採択を受け，２００３年４月１５日，欧州委員会は，EU条約
３５条に基づき，同枠組決定の無効確認を求めて，欧州司法裁判所に提訴し
た。これが，C―１７６／０３事件である。
２．C―１７６／０３事件（環境刑罰事件）
C―１７６／０３事件（環境刑罰事件）２８においては，原告の欧州委員会側に，
欧州議会が参加し，他方，被告の理事会側に当時 EU構成国１５か国中１１カ
国が参加した。個別的権限の範囲に関する争点としては，刑事法を通じた
環境保護に関する法行為を採択する法的根拠は，EU条約第６編にあるの
か，あるいは，EC条約１７５条１項にあるのか，すなわち，同法行為を採
択する権限は，EUの権限なのか，あるいは，ECの権限なのかというこ
とであった。換言すれば，第３の柱の枠組における EUの権限を行使する
ことのみにより刑罰を定めることができるのか，あるいは，ECは，EC
条約１７５条１項に定められる環境分野に付与された個別的権限を行使する
ことにより刑罰までも規定できるのかということが問題となった。
（１）法務官 Colomerの意見
判決に先立ち，意見を提出した法務官 Colomerは，EC条約１７５条に基
づく法行為により刑罰までも規定できるのか否かという点について次のよ
うに述べた。
EC法を維持するのは共同体機関の責任である。そのような任務が国内
立法機関に割り当てられるのは，最も適当な対応が定められえない限りに
おいてのみである。逆に，もし「効果的で，均衡がとれかつ抑止的な罰」
を決定する自明の基準が存在すれば，権限をもっている主体がその分野で
決定を下すことを妨げる実質的な理由はない２９。換言すれば，適当な罰が
刑罰でなければならず，かつ，結果として，その犯罪行為において保護さ
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れる法的利益が ECの目的の一つであれば，構成国に刑事法において訴追
するように要請する EC立法機関の能力には争いがないとした３０。
このように一般的に述べた上で，環境については，環境に重大な損害を
与える行為に対する対処としては刑罰でなければならないとした。しかし，
同時に，その環境犯罪行為に対し警告し，かつ，EC法の効果を確保する
ための罰の選択は構成国の領域であることが明らかであろうとした３１。
従って，当該枠組決定２００３／８０／JHAの条文につき，１条～４条及び５
条１項，６条，７条１項は ECの権限に入るとし，他方，５条１項におい
て自由の剥奪及び引き渡し，並びに，７条において５つの罰を列挙してい
ることは，EC法の範囲外に入るとした３２。結果，全体としては，枠組決
定は無効となるべきであると結論した。
（２）欧州司法裁判所の判決
裁判所は，EC条約１７５条に基づく法行為により刑罰を科すことができ
るのか否かという問題に対し，まず，以下のように判示した。枠組決定２００３
／８０／JHAは，同決定２条において，重大な環境犯罪のリストを設定し，
それに関して構成国は刑罰を科さなければならないと定めている。当該枠
組決定の２条～７条は，構成国の刑事法，特に環境に損害を与えるさまざ
まな刑事犯罪の構成要素に関して，刑事法の部分的な調和を含んでいる３３。
原則的に，刑事法も刑事手続の法規も ECの権限に属さない３４。
このように判示した上で，裁判所は，しかし上述した事実認定は，管轄
国内機関による効果的で，均衡がとれかつ抑止的な（effective, proportionate
and dissuasive）な刑罰の適用が重大な環境犯罪に対処するのに必須の措
置（essential measure）であるとき，環境保護に関する法規が十分に効果
的になることを確保するために必要であると考える構成国の刑事法に関す
る措置をとることを EC立法機関に妨げるものではないとした３５。ただ，
本件において，枠組決定１条～７条が環境に特に損害となるある一定の行
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為が犯罪であることを決定するけれども，枠組決定５条１項に従って，刑
罰が効果的で，均衡がとれかつ抑止的でなければならないという条件に服
することを除いては，適用する刑罰の選択を構成国にゆだねていることも
付け加えられるべきであるとした３６。
従って，枠組決定の１条～７条は，主目的を環境保護としており，それ
らは EC条約１７５条を法的根拠として適切に採択されたであろうと判示し
た３７。結論として，全枠組決定は，分離不可能であり，同決定は EC条約
１７５条が ECに付与する権限を侵害する限りにおいて EU条約４７条〔TEU
４０条〕に違反した３８。よって，裁判所は，２００５年９月１３日，枠組決定は，
無効とされなければならないとした。
（３）小括
これまで裁判所は，上述した判例１９８９年の欧州委員会対ギリシャ事件に
おいて，構成国はいずれの場合も罰則が効果的で均衡がとれかつ抑止的で
ある条件の下で罰されることを確保しなければならないと判示した際に，
「効果的で，均衡がとれかつ抑止的（effective, proportionate and dissua-
sive）」であるという表現を用い，その後繰り返し用いてきた。これまで
の判例では「効果的で，均衡がとれかつ抑止的な」という表現に単に罰（pen-
alties）という名詞がついていたのに対して，本判決において，初めて，
刑罰（criminal penalties）と特定された。また，これまでは，構成国が EC
条約１０条の義務に基づき，EC法違反に対して措置をとらなければならな
いと判示するのにとどまっていたのに対し，本判決においては，EC立法
に基づき ECが構成国に刑罰を科すように要請できる権限を有すると判示
するに至った。すなわち，単に EC条約１０条に基づく ECへの忠実協力の
義務（obligation of loyalty）ではなく，EC立法に基づく具体的な義務を
構成国に課し，さらに，民事罰や行政罰ではなく，刑罰を科すことを構成
国に義務づけることができるようになった。
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法務官 Colomerは，ECの刑罰権限を以下のように導いた。EC法を維
持するのは共同体機関の責任である。保護される法益が ECの目的の一つ
であれば，ECは構成国に刑罰を科すように要請できると。法務官は，刑
罰立法要請権限の導きが ECの任務の遂行から当然なものと考え，特別な
条件を課さなかった。これに対して，裁判所は，ECの刑罰立法要請権限
の発動には，管轄国内機関による効果的で，均衡がとれかつ抑止的な刑
罰の適用が必須の（essential）措置であること，環境保護に関する法規
が十分に効果的になることを確保するために必要（necessary）であるこ
との２つを挙げた。
法務官は，当該枠組決定の条文規定を検討し，同決定５条１項において
自由の剥奪及び引き渡しが定められていること並びに７条において５つの
罰が列挙されていることを挙げ，そのような罰の種類等に関する事項は，
EC法の範囲外に入るとした。すなわち，環境法違反に対し構成国に刑罰
により対処するよう要請する権限は ECにあるとしたものの，具体的な罰
を定める権限は ECにはないとし，ECが有する刑罰立法要請権限に境界
を設定した上で，当該枠組決定を無効とすべきであるという結論に至った。
これに対して，裁判所は，当該枠組決定は，刑罰が効果的で均衡がとれか
つ抑止的でなければならないという条件を満たせば，適用する刑罰の選択
は構成国にゆだねられていると解し，法務官と異なり，当該枠組決定の中
で ECの権限外に入るものがあるか否かということには言及せずに，同決
定の無効を宣言した。このような判決は，次に見るような欧州委員会の分
析につながっていった。
３．C―１７６／０３事件（環境刑罰事件）以降
２００５年９月１３日の C―１７６／０３（環境刑罰事件）事件判決により枠組決定
２００３／８０／JHAが無効になった。この無効確認判決を受け，欧州委員会は，
同判決の分析を行った３９。まず，判決の内容としては，裁判所は法務官 Co-
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lomerの意見を超え，共同体立法機関が重大な環境犯罪に対する刑罰利用
の原則を設定する権限を有するとの認識をもっていると欧州委員会は捉え
た４０。C―１７６／０３事件判決の適用範囲については，欧州委員会は，当該事件
において関係する EC政策は環境保護であるが，同判決の内容は他の共通
政策及び４つの基本的自由（人，物，サービス及び資本の自由移動）にも
適用されると捉えた４１。さらに，裁判所は刑事法措置の性質に関しては区
別しておらず，機能的アプローチをとっているとし，EC法が十分に効果
的であることを確保するために必要であれば，ECの措置は，刑罰に訴え
る際に実際に用いられる事項，犯罪の定義，すなわち犯罪の構成要件，適
当な場合は適用される刑罰の種類と重さあるいは他の刑事法に関する側面
も含むことが可能であるとしたと捉えた４２。また，今後の委員会の方針と
して，既存の法行為を判決に照らして再審査すること，特に，船舶源汚染
に関する理事会枠組決定２００５／６６７／JHAについては無効確認の訴えを起こ
すこと，また，まだ採択されていない提案については変更を加えていくと
述べた４３。
このような欧州委員会の分析には，批判があがった。例えば，フランス
国民議会議員 Christian Philipは，２００６年１月２５日に，欧州委員会の分析
を批判する報告書を国民議会に提出した４４。その後，２００６年３月２９日，フ
ランス国民議会は，C―１７６／０３事件を受けて欧州委員会が提出した文書に
つき，そこで示される解釈は，C―１７６／０３事件判決の文言を超えていると
批判を行った４５。また，州の代表から構成されるドイツ連邦参議院は，C―
１７６／０３事件判決が環境分野のみならず，他の ECの政策にも適用されると
いう欧州委員会の意見に理解を示したものの，刑事法の措置は広く解釈さ
れてはならず，刑罰の種類及び重さにまで ECレベルで規律するのは，補
完性原則に違反するとした４６。
欧州議会では，法務小委員会の Garganiが欧州委員会の分析結果も踏ま
え，C―１７６／０３事件判決の結果に関する報告書をまとめた４７。Garganiは，
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裁判所判決の対象は環境保護に関する刑事事項に限定されているのであり，
欧州委員会の分析では，同判決が環境分野以外の他の EC分野にも適用可
能としているが，そのような判決の広い解釈を支持する自動的な推定の根
拠は存在しないように見えるとした４８。刑罰に依拠する以外には EC法の
遵守が確保され得ず，EC法の頻繁で繰り返される違反の存在が確認され
る場合のみ刑罰が許容されることを欧州委員会は心にとめておくべきであ
るとした４９。しかし，（a）どの種類の行為が刑事責任を引き起こすことにな
るか，（b）どのような種類の罰が適用されるべきか，また，（c）関連文脈
において適用可能な刑事法に関する他の措置，を設定することによって構
成国によってとられる行動を強化することは，場合によっては適当である
と欧州委員会の見解への理解を示した５０。
欧州委員会は，前述した C―１７６／０３事件判決の分析を提出した後，新た
な提案に取り掛かった。欧州委員会は，２００１年に刑事法を通じた環境保護
に関する指令を提案していたが，これについては前述したように理事会の
審理が中断していた。欧州委員会は，この提案に修正を加えるのではな
く，２００７年２月９日に新たな提案を行った５１。提案の立法趣旨書では，同
提案が C―１７６／０３事件判決を実施するために元の提案に置き換わるものと
された。立法理由としては，まず次のような現状認識が述べられた５２。共
同体と構成国はこれまで環境を保護することを目的とした数多くの立法行
為を採択してきたが，構成国において現在なされている制裁は環境保護に
関する ECの政策を効果的に実施するために必ずしも十分ではない。また，
唯一刑罰のみが十分に抑止的効果をもつ場合でさえ，刑事制裁がすべての
重大な環境犯罪に対してすべての構成国で実施されている訳ではない。構
成国において類似の犯罪に対する制裁のレベルに相違がある。環境犯罪は
しばしば国境を越える性質をもつものや衝撃があると。このように認識し
た上で，欧州委員会は，共同体レベルでの行動を通じて環境犯罪に対処す
る必要があるとした。
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具体的な指令案では，法的根拠は EC条約１７５条１項とし，補完性原則
及び比例性原則を遵守しつつ，重大な環境犯罪に対する最小限の規定を設
定するものとされた。指令案は，前文と１１カ条から構成され，制裁と題さ
れる５条では，３条（b）～（h）に定められた犯罪行為に対しては，少なく
とも１年から最大３年の禁固によって制裁可能であるように構成国が確保
しなければならないことなどが定められた。また，法人に対する制裁と題
される７条においては，罰金が３条（b）～（h）に定められた犯罪行為に対
し少なくとも３０００００から最大５０００００ユーロが科せられること等が定められ
た。このような詳細な規定は，もともとの２００１年の欧州委員会の提案には
なかったものであり，C―１７６／０３事件判決を受け，刑事事項により踏み込
んだ内容になった。
欧州委員会はこのような立法提案を提出したが，上述したように，欧州
委員会が提訴した，船舶源汚染に関する枠組決定の無効確認の訴訟（C―
４４０／０５事件）が係属していたため，理事会は，同事件における判決が下さ
れるまで新提案への審議を停止した。
４．C―４４０／０５事件（船舶源汚染刑罰事件）
２００２年１１月１３日のプレステージ号（the Prestige）重油流出事故を受け，
欧州委員会は２００２年１２月に海上安全対策を強化する緊急提案を行い５３，理
事会が承認したことにより海上安全の分野で本格的な取り組みが始まった。
理事会は，EU海域で操業するすべてのシングルハル（一重船殻）オイル
タンカーの航行禁止範囲を拡大する提案を策定するように欧州委員会に要
請した。２００３年の３月，欧州委員会は，既存の船舶源汚染に関する国際条
約（Marpol条約）を EC法に統合して，違反の刑事上の責任を問うよう
に法令を定めることを目的とする指令を提案した５４。また，２００３年５月，
欧州委員会は，船舶源汚染に対する法の執行のための刑事法枠組を強化す
る枠組決定を提案した５５。これらの指令案と枠組決定案は，船舶の故意，
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無責任又は重過失による汚染を刑事犯罪とし，一層厳格で統一された制裁
を課すものであった。２００５年，これらは，それぞれ，重大違反と見なされ
る汚染事故の種類を定義した指令と，違反行為が EU全域で犯罪行為とな
り，違反行為ごとに該当する制裁を規定した枠組決定として，採択された。
この船舶源汚染と違反に対する罰の導入に関する指令は，運輸政策に関す
る EC条約８０条２項〔TFEU１００条２項〕を法的根拠に２００５年９月７日に採
択された５６。他方，枠組決定は，正式には，船舶源汚染に対する法の執行
のための刑事法枠組を強化する理事会枠組決定２００５／６６７／JHAと称さ
れ，２００５年７月１２日に採択された５７。同枠組決定は，EU条約３１条１項（e）
と３４条２項（b）を法的根拠としていた。つまり，船舶源汚染については，
第１の柱と第３の柱の２つの文書が採択された。前者の指令は，単に構成
国は違反があった場合刑事あるいは行政罰を含みうる，効果的で，均衡が
とれかつ抑止的な罰に服するよう確保するのに必要な措置をとるというこ
とにとどまっているのに対して，後者の枠組決定は，刑罰の種類および重
さまで詳細に定めており，指令を補足するものと位置づけられていた。
欧州委員会は，C―４４０／０５事件（船舶源汚染刑罰事件）５８では，後者の枠
組決定２００５／６６７／JHAの無効確認を欧州司法裁判所に求めた。欧州委員会
は，C―１７６／０３事件判決を受け，環境政策のみならず，運輸政策の目的の
実現のためにも刑罰権限を行使できること，さらに，単に刑罰を科すよう
に構成国に要請するのみならず，刑罰の種類や重さも共同体レベルで規律
することができると解し，そのお墨付きを欧州司法裁判所にもらうことを
考えた。すなわち，欧州委員会は，刑罰を規定できるのは，環境分野の権
限のみならず，その他の個別的分野に付与された権限によっても可能であ
り，目的の実現に必要であれば踏み込んだ内容まで刑罰を規律できると考
えた。これに対して，理事会は，C―１７６／０３事件判決の内容は環境政策に
のみにかかわるのであり，また，刑罰の種類と重さを定めることは ECの
権限外にあるとした。なお，欧州議会は，欧州委員会を支持して訴訟に参
96
加したが，C―１７６／０３事件が他の個別的分野にも適用可能という主張では
なく，C―１７６／０３事件と C―４４０／０５事件は，すべての点において比較可能で
あるとし，C―４４０／０５事件で問題となっている枠組決定の前文から分かる
ように環境保護に関係している点を強調した。また，欧州議会は，本件で
問題となっている枠組決定が C―１７６／０３事件で問題とされた枠組決定とは
異なり，刑罰の種類及び重さを含んでいる点についても両事件の判決の結
果に相違がでるほど大きな問題ではないとした。当時 EU構成国２５カ国の
うち１９カ国が理事会側について訴訟に参加した。
C―１７６／０３事件判決では，上述したように環境政策が問題となっており，
無効とされた枠組決定２００３／８０／JHAには，刑罰の種類や重さなどが詳細
に定められている訳ではなかった。それゆえ，環境政策分野以外の個別的
な分野においても刑罰権限が認められるのか，また，共同体レベルにおい
て刑罰権限がどこまで認められるのか正確な範囲については判断が下され
なかった。よって，C―４４０／０５事件では，この２つの争点が問題となった。
（１）法務官Mazakの意見
法務官Mazakは，理事会と構成国が議論するように，C―１７６／０３事件判
決において裁判所が ECの刑罰立法要請権限を環境の分野に限定している
と解することもできるが，刑罰権限をそのように限定的なものと解釈する
根拠は存在しないとする欧州委員会の意見に同意するとした５９。環境保護
が非常に重要であり，ECの本質的な目的を構成することは真実であるが，
環境保護は ECの唯一の本質的な目的や政策分野ではなく，基本的自由に
より特徴づけられる域内市場の設立，共通農業政策，競争法規のような EC
条約２条及び３条に定められる他の ECの目的及び活動から区別すること
は困難であり，また，環境保護が唯一の水平的な性質をもつものでもない
とし，C―１７６／０３事件判決の射程範囲を環境分野に限定する理由はないと
した６０。法務官は，このように，環境という個別分野に刑罰権限を限定す
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ることは理由がなく，権限の存在意義は効果の原則（principle of effective-
ness）にあるため，他の ECの政策に関しても同じように認めなければな
らないとした。
他方，具体的な刑罰権限の範囲については，欧州委員会の主張を取り入
れはしなかった。法務官は，執行の手段としての刑事法の役割と目的につ
いてのさまざまな考え方が国内刑罰制度において反映され，各国刑法典は
保護されるべき法益を反映したものであり，もし共同体レベルで刑罰の種
類や重さを定めると，各国刑法制度の一貫性に影響を与えるとした６１。法
務官は，刑罰の種類や重さを定めることを ECの権限として認めないこと
は，裁判所が，C―１７６／０３事件において，無効になった枠組決定２００３／８０／JHA
が構成国に刑罰の選択の余地を残していることを確認していることから，
C―１７６／０３事件判決と矛盾する訳ではないとした６２。ECは効果的で，均衡
がとれかつ抑止的な刑罰を科すように構成国に要請することはできるが，
その種類と重さの決定は構成国に残さなければならないとすれば，権限の
境界線が明白になるというメリットをもつとした６３。同時に，法務官は，
C―１７６／０３事件において設定された刑事法に関する ECの権限につき，具体
的な事件で権限行使の条件が満たされたか否かを確定するのが難しい点を
指摘した６４。その際，特に，効果性（effectiveness）が不正確な基準であ
り，また，ECの刑罰立法要請権限が個別的な権限に付随して付与される
のは理想的ではないと強調した６５。
結論としては，枠組決定４条と６条については，適用されるべき刑罰の
種類と重さが規定されている限り，EU条約第６編の範囲に入るとした６６。
ただ，枠組決定２条，３条及び５条並びに４条１項及び６条１項は，EC
条約８０条２項を法的根拠にして採択されえたとし，枠組決定は分離不可能
のため，同決定は無効とされるべきであるという意見を述べた６７。
（２）欧州司法裁判所の判決
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上に述べた ECの刑罰立法要請権限の適用範囲に対する C―１７６／０３事件
判決の射程範囲に関わる２つの争点について，裁判所は，どのように答え
たのか。
まず，裁判所は，問題となっている枠組決定２００５／６６７／JHAが EC条約
８０条２項を法的根拠にして採択されえたか否かについて，次のように判示
した。EC条約８０条２項は，理事会が採択しうる共通法規の個別の性質に
つき明示的な限界を定めていない故に，共同体立法機関は EC条約８０条２
項の下で幅広い立法権限を有し，とりわけ，運輸の安全を改善する措置及
び海上輸送の分野における他の適切な規定を定める権限を有すると６８。さ
らに，ECの本質的な目的の１つである環境保護に関する必要性が EC条
約６条〔TFEU１１条〕により，ECの政策と活動の策定と実施の中に統合
されなければならないため，そのような保護は共通運輸政策の一部を形成
しもする目的として見なされなければならない。それゆえ共同体立法機関
は，EC条約８０条２項を法的根拠に，かつ，同規定により付与された権限
の行使の中で環境保護を促進することを決定することができると６９。
刑罰立法要請権限については，裁判所は，以下のように判示した。原則
として，刑事法も刑事手続法も ECの権限に入らないのは確かであるが，
管轄の国内機関による効果的で，均衡がとれかつ抑止的刑罰の適用が重大
な環境犯罪に対処するのに必須の（essential）措置であるとき，共同体立
法機関がその分野で定める法規が十分に効果的であることを確保するため
にそのような罰を導入するように構成国に要請できるという事実は残る
と７０。また，枠組決定２００６／６６７／JHAの２，３及び５条が海上安全の分野
で採択された法規の効力を確保することを目的にしているので，その不遵
守が重大な環境影響を持ちうるある一定の行為形態に刑罰を適用すること
を構成国に要請することによって，それらの条文は環境保護と同様に海上
の安全を改善することを目的としていると見なされなければならず，EC
条約８０条２項を法的根拠として有効に採択されえたと７１。しかし，欧州委
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員会の主張とは異なり，適用されるべき刑罰の種類と重さの決定は ECの
権限範囲には入らないと７２。
裁判所は，最後に次のように判示した。従って，枠組決定２００５／６６７／JHA
の４条と６条は，適用可能な刑罰の種類と重さに関係するため，共同体立
法機関は枠組決定２００５／６６７／JHAの４条と６条のような規定を採択するこ
とはできない７３。枠組決定は，分離不可能のため，全体として無効にされ
なければならない７４。
（３）小括
上述した C―１７６／０３事件判決の解釈をめぐり，上述したように２つの争
点が存在した。１つは，C―１７６／０３事件判決は，ECが構成国に環境法違反
に対し刑罰を科すように要請できる権限を認めたが，それが環境分野にの
み限定されるのか，あるいは，他の分野においても目的を実現するために
認められるのかという争点であった。この争点については，学説において
も見解が分かれた。例えば，Foersterは，C―１７６／０３事件は，刑罰措置に
対する ECの権限が問題となっているのであり，その考慮の対象は環境政
策ではなく，執行が不十分な場合において ECがどのように執行できるか
が問題となっていると解釈した７５。
これについて，C―４４０／０５事件の法務官Mazakは，環境分野以外におい
ても刑罰権限が認められるべきであるとした。その理由は，環境保護は EC
の唯一の本質的な目的や政策分野ではないこと，また，環境保護を求める
EC条約６条は水平的な性質を有しているが，水平的な性質を有している
のは同条のみではないことを挙げた。これに対して，欧州司法裁判所は，
どちらとも解することができる以下の表現を用いた。ECの本質的な目的
の１つである環境保護に関する必要性が EC条約６条により，ECの政策
と活動の策定と実施の中に統合されなければならないので，そのような保
護は共通運輸政策の一部を形成しも（also forms）する目的として見なさ
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れなければならない。それゆえ共同体立法機関は，EC条約８０条２項を法
的根拠に，かつ，同規定により付与された権限の行使の中で環境保護を促
進することを決定することができると７６。また，問題となっていた枠組決
定の２，３及び５条が環境保護と同様に海上安全の改善を目的としている
と見なさればならないと７７。本件（C―４４０／０５事件）で問題となっていた枠
組決定２００５／６６７／JHAは船舶事故によって海洋が汚染されることに対処す
るためのものであったため，共通運輸政策が関係するのと同時に環境保護
にも関わっており，刑罰権限が認められたのは，枠組決定が環境保護を促
進することを目的としているからなのかそれともそれは直接には関係ない
のか，判決文からは判断することが困難である。すなわち，裁判所は，C―
１７６／０３事件判決の射程を C―４４０／０５事件では明らかにはしないという道を
選択したと捉えられる。
２番目の争点は，C―１７６／０３事件では，法務官 Colomerは，上述したよ
うに ECの刑罰権限の範囲を限定したのに対し，裁判所は ECが構成国に
刑罰を科すように要請できると判断したが，そこで問題となっていた枠組
決定は具体的な刑罰の種類や重さを定めていなかったため，どこまで共同
体レベルで規定できるかということであった。本件（C―４４０／０５事件）の
法務官Mazakは，C―１７６／０３事件の法務官 Colomerの意見に賛同し，EC
は科される刑罰を特定する権限を有さないとした。その際，上述したよう
に，共同体レベルで刑罰の種類及び重さを定めることによる各国内刑事制
度の一貫性への悪影響や個別的権限に基づく付随的な刑罰立法要請権限行
使の条件が満たされたか否かの確認の困難さを挙げた。これに対して裁判
所は，特に根拠を示さずに適用されるべき刑罰の種類と重さの決定は，EC
の権限の範囲に入らないと断定した。これにより，ECの刑罰立法要請権
限に対し明確な境界線がひかれることになった。
５．C―４４０／０５事件以降
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（１）刑事法を通じた環境保護
欧州委員会は，C―１７６／０３事件判決を受け，刑事法を通じた環境保護に
関し，２００１年のもともとの提案及び無効が確認された枠組決定２００３／８０／
JHAの内容を越える提案，特に，刑罰の種類と重さの規定を含んだもの
を上述したように２００７年に提案した７８。
C―４４０／０５事件判決では，船舶源汚染に対する法の執行のための刑事法
枠組を強化する理事会枠組決定の無効が確認されたが，この判決がこの
２００７年の刑事法を通じた環境保護に関する指令案にも影響を与えることに
なった。
欧州議会は，２００８年４月１５日，議会の法務小委員会の報告者 Hartmut
Nassauerが，C―４４０／０５事件判決後，刑事法を通じた環境保護に関する欧
州議会と理事会の指令案についての報告書をまとめた７９。報告書では，C―
４４０／０５事件判決を受け，刑罰の種類と重さの決定は，ECの権限範囲には
入らないとして，欧州委員会の提案の関連条文すべてに修正が加えられた８０。
例えば，指令案の５条は，５項から構成され，２項から５項には刑罰の種
類と重さが定められていたが，削除された。また，指令案５条１項は，「各
構成国は，３条及び４条に定められる犯罪行為が効果的で，均衡がとれか
つ抑止的な刑事制裁によって罰されるよう確保するために必要な措置を講
じなければならない」と修正され，刑罰の種類や重さへの言及が削除され
た８１。
理事会は第１読会を終えた欧州議会と合意し８２，その後，２００８年１１月１９
日に正式に刑事法を通じた環境保護に関する欧州議会と理事会の指令２００８
／９９／ECが採択された８３。
同指令は，EC条約１７５条１項を法的根拠とし，EC条約２５１条に定めら
れる欧州議会と理事会の共同決定手続により採択された。同指令は，前
文，１０カ条並びに付属書 Aと Bから構成される。同指令は，２００８年１２月
末に発効した。構成国は，２０１０年１２月２６日までに，すなわち，２年以内に，
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同指令を国内法化・実施しなければならない。懸案となっていた罰につい
ては，欧州委員会提案５条は修正され，「構成国は３条及び４条に定めら
れる犯罪が効果的で，均衡がとれかつ抑止的な刑罰によって罰されること
を確保するために必要な措置をとらなければならない」となった。法人に
対する罰を定めていた７条も修正され，「構成国は，６条に従い責任を有
する法人は効果的で，均衡がとれかつ抑止的な罰によって罰されることを
確保するために必要な措置をとらなければならない」とされた。刑罰の種
類及び重さを定める規定は，欧州委員会提案からすべて削除された。
欧州委員会の提案では，２条（a）において，「『違法（unlawful）』とは，
EC立法または環境保護を目的とし構成国における管轄機関によってとら
れる法律，行政規則もしくは決定に違反することを意味する」とされてい
たが，採択された指令２００８／９９／ECにおいては，以下のように修正された。
「（a）『違法』とは，次のものに違反することを意味する。（i）EC条約に
従い採択されかつ付属書 Aに列挙されている立法，（ii）Euratom条約によ
り定める活動に関して，Euratom条約に従い採択されかつ付属書 Bに列
挙されている立法，または，（iii）（i）もしくは（ii）に定められる EC立法に
効果を与える，構成国の法律，行政措置もしくは構成国の管轄機関によっ
てとられる決定」と定められた。指令２００８／９９／ECの付属書 Aは，指令２
条（a）（i）に従いその違反が違法行為を構成する EC条約に基づき採択され
た EC立法のリスト，同付属書 Bは，指令２条（a）（ii）に従いその違反が
違法行為を構成する Euratom条約に基づき採択された EC立法のリスト
である。この修正により，指令の対象となり，その違反が構成国において
罰されることになるのは，同付属書 Aもしくは Bに列挙された EC立法
かまたは同 EC立法に効果を与えるための国内法に違反した場合のみであ
ることが明確にされた。換言すれば，同リストに列挙されていない EC立
法の違反は対象とならず，また，環境保護を目的としていても，EC法の
実施のための国内法ではない場合は，当該指令の対象とならないことが明
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確にされた。このことは，指令の前文９段からも確認される。同付属書 A
には，もっとも古いものとしては，１９７０年に採択された自動車からの排出
による大気汚染に対してとられる措置について構成国法の接近に関する理
事会指令が挙げられ，最新のものとしては，２００８年に採択された統合汚染
防止管理に関する欧州議会と理事会の指令までが挙げられている。また，
そこでは，６１件の指令と８件の規則，合計で６９件の EC立法が列挙されて
いる。列挙されている EC立法は，EC条約１７５条１項を法的根拠とするも
のの他，EC条約９４条（旧 EC条約１００条）〔TFEU１１５条〕，９５条（旧 EC条
約１００a条）〔TFEU１１４条〕，３０８条（旧 EC条約２３５条）〔TFEU３５２条〕等を
法的根拠とするものも含まれている。指令２００８／９９／ECの付属書 Bでは，
Euratom条約に基づいた指令３件が列挙されている。なお，今後，採択さ
れていくであろう EC立法の取扱については，規定が設けられていない。
もっとも，今後の EC立法のあり方の参照となるものが採択されている。
例えば，２００８年１１月１９日に採択された欧州議会と理事会の廃棄物に関する
及び一連の指令を削除する指令２００８／９８１／EC８４の３６条は，「執行と罰（En-
forcement and penalties）」と題され，その２項において「構成国は，本指
令の規定の違反に適用可能な罰則に関する規定を定め，それらの実施が確
保されるようすべての必要な措置をとらなければならない。罰則は，効果
的で均衡がとれかつ抑止的でなければならない」と定めている。この指令
の例から，今後新たに採択されていく EC立法においては，単に追求され
るべき結果を定め，指令の国内法化を義務づけることのみならず，その指
令の実施の確保を確実にするために，同時に，指令の規定違反に対する罰
則も構成国に定めるように義務づける形がとられていくことが予想される。
（２）船舶源汚染
C―４４０／０５事件において船舶源汚染に対する法の執行のための刑事法枠
組を強化する枠組決定２００５／６６７／JHAが無効と宣言され，欧州委員会
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は，２００８年３月１１日に同枠組決定に替わる指令案を提案した８５。
．個別的権限に付随する ECの刑罰立法要請権限の検討
これまで刑罰立法に関する C―１７６／０３事件及び C―４４０／０５事件並びにそれ
らに関わる法行為を見てきた。それらを踏まえ，個別的分野における EC
の権限を検討していきたい。
１．ECの刑罰立法要請権限が認められた理由
前述したように，C―１７６／０３事件以前の判例においても，EC条約１０条に
基づき構成国は EC法の実施のために必要であれば刑罰を含む構成国にお
ける制裁措置をとらなければならないとされてきた。
C―１７６／０３事件において，欧州司法裁判所は，刑事法も刑事手続法も EC
の権限に属さないとした上で，ECが環境分野の個別的権限である EC条
約１７５条１項を法的根拠にして構成国に刑罰を科すように要請できると判
示した。これにより，EC条約１０条に基づく構成国の忠実協力義務という
一般的な形ではなく，EC条約１７５条１項という個別的権限に基づいて，
刑罰を科すように構成国に要請できることが明らかになった。すなわち，
これまで明確にされてこなかった，ECが個別的権限に基づいた立法措置
（法行為）により，構成国に刑罰を科すように要請できることが明確にさ
れた。また，C―４４０／０５事件において，裁判所は，C―１７６／０３事件判決で認
めた ECの刑罰権限の存在を再確認するとともに，同刑罰権限の範囲を限
定した。すなわち，刑罰の種類と重さの決定については，ECの権限内に
入らないことを明らかにした。
ECは，確かに第１の柱において ECは，刑事法や刑事手続法を定める
権限を有していない。しかし，EC条約は，権限付与の原則に基づき，EC
の個々の政策分野において目的を設定し，その目的を実現するための権限，
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個別的権限を付与している。ECは，個別的権限を行使することで，つま
り，各政策分野において定められた法的根拠条文に依拠することで EC立
法を制定する。C―１７６／０３事件で ECの刑罰立法要請権限が認められた理由
は，環境保護に関する法規が十分に効果的になることを確保するために必
要であるからである８６。C―４４０／０５事件で認められた理由は，海上安全の分
野で定められた EC法規が十分に効果的になることを確保するためであ
る８７。両方に共通するのは，ECの政策分野に関し EC条約に基づき採択さ
れた法行為の効果を確保する手段として，構成国に刑罰を科すように要請
する権限を ECに認めたということである。もっとも，C―１７６／０３事件にお
いて問題となった刑事法を通じた環境保護に関する立法措置が環境に関す
る多くの既存の法行為の効果を確保する手段として明確な形で位置づけら
れるのに対して，C―４４０／０５事件において問題となった船舶源汚染に関す
る枠組決定は，ほぼ同時期に採択された指令２００５／３５／ECを補足するもの
と位置づけられており，その性質に違いはある。いずれにせよ，ECに認
められた刑罰立法要請権限は，何もないところで，構成国に刑罰を科すよ
うに要請できるのではなく，既に採択された EC法行為あるいは同時に採
択される EC法行為の十分な効果を確保するために認められている点が強
調されるべきである。つまり，EC法規の存在が前提となり，その法規の
十分な効果を確保するためにのみ刑罰権限が ECに認められたと解される。
２．共同体の刑罰立法要請権限と黙示的権限あるいは付随的権限との相違
これまで裁判所は，黙示的権限について，EC条約条文が特別の任務を
与えている場合，その規定が効果のないものにならないようにするために
はその任務を実行するために不可欠である権限も同時に付与されていると
認めなければならないとしてきた８８。すなわち，EC条約条文に定められ
た任務の遂行に必要な権限が黙示的に付与されていると解されている。ま
た，１９７０年代にだされた一連の判例の中で，欧州司法裁判所は，明示的に
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定められた目的及び規定を効果的に実施するために黙示的条約締結権限を
認めた８９。
このように欧州司法裁判所は，黙示的権限の存在を認めてきた。それで
は，C―１７６／０３事件及び C―４４０／０５事件で認められた ECの刑罰立法要請権
限はどのように性格づけられるか。
C―４４０／０５事件を担当した法務官Mazakは，その意見の中で C―１７６／０３事
件判決の中の文言，「管轄国内機関による効果的で，均衡がとれかつ抑止
的な（effective, proportionate and dissuasive）な刑罰の適用が重大な環境
犯罪に対処するのに必須の措置（essential measure）であるとき，環境保
護に関する法規が十分に効果的になることを確保するために必要であると
考える構成国の刑事法に関する措置をとることを共同体立法機関に妨げる
ものではない」９０を分析し，次のように述べた。裁判所がこのように刑罰を
構成国に科すように要請する権限を認め，同権限を EC条約１７５条の下で
ECに付与された権限の黙示的な面（implied facet）であるとしたことが
明らかであると９１。また，法務官は，裁判所がそのような権限を認める際
に，黙示的権限に用いられる理由づけ，すなわち，ECは与えられた目的
または任された任務を達成するのに必要な権限または手段を享受するとい
う理由づけを援用したとした９２。しかし，裁判所は，C―１７６／０３事件及び C―
４４０／０５事件で認められた ECの権限は黙示的権限であるとは述べていない。
ECの刑罰立法要請権限は，広い意味において黙示的権限（implied pow-
ers）９３ともあるいは付随的権限（Annexkompetenz, competence accessoire）９４
の一種とも捉えることができるが９５，これまで判例の中で認められてきた
黙示的権限あるいは付随的権限とは共通点と相違点がある。ECの刑罰立
法要請権限にせよ，従来からの黙示的権限にせよ付随的権限にせよ，EC
の権限を実質的に拡大させるという点，また，明示的に規定されておらず，
判例により認められたという点は共通している。しかし，今回の両事件で
認められた ECの刑罰立法要請権限は，これまでの黙示的権限あるいは付
個別的分野に付与された EC権限の範囲 107
随的権限とは性質上異なる点がある。黙示的権限あるいは付随的権限は，
EC条約において定められた任務の遂行もしくは目的の実現に必要である
場合に，あるいは，明示的に付与された権限から同時に付与されていると
合理的に考えられる場合に認められる。これらに対し，C―１７６／０３事件及
び C―４４０／０５事件で認められた ECの刑罰立法要請権限は，EC条約に定め
られた目的あるいは任務の実現のために直接的に導かれるのではなく，あ
るいは，付与された権限と同時に付与されていると合理的に推測されて導
かれるのではなく，EC条約に定められた個別的権限を行使する結果，つ
まり共同体機関にすでに採択されたあるいは採択される法行為を十分に効
果的にするために導かれる９６。換言すれば，従来の黙示的権限は，EC条
約に定められた目的や任務と明示的に付与された権限の間にギャップがあ
る場合に認められる，あるいは，明示的に付与された権限の欠けている部
分を埋めるために認められるのに対して，ECの刑罰立法要請権限は，共
同体機関により採択される EC法行為の効果を確保するため，すなわち，
明示的に付与された権限の行使の効果を完全に貫徹するために認められる
と捉えられる。ECの刑罰立法要請権限を認めることは，これまでとは異
なるベクトルで ECの権限が拡大されたことを意味すると捉えられる。
３．ECの刑罰立法要請権限を認めた判例に対する評価とその意義
C―１７６／０３事件判決後，数多くの判例評釈や意見，コメントなどがださ
れた。例えば，Hegelは，C―１７６／０３事件判決につき，指令の効果的な実施
のために，なぜすべての構成国において刑罰を科すことが要請されなけれ
ばならないのかを裁判所は明確にしていないとし，EC環境法の効果的な
実施の必要性のために，制裁を要請する権限のみが導かれるのであって，
刑罰を要請する権限までは導かれないとした９７。また，裁判所が提示した
ECの刑罰権限の条件，必須性（essentiality）と必要性（necessity）の基
準につき，後者は満たすのが容易であるけれども，前者については何が不
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可欠なのかにつきコンセンサスに達するのは困難であるとする指摘もあ
る９８。他方，Marcialiは，C―１７６／０３事件判決は，これまでの判例の流れの
中で，構築されてきたものを，刑罰制裁を選択したことにより，完成させ
たにすぎないとし，判決は EC実体法のための手段として ECの刑罰立法
要請権限を認識したのだと捉えた９９。別の見解としては，裁判所は必要性
を根拠に ECの刑罰立法要請権限を認めたが，刑罰の種類や重さについて
は，ECの権限外としたために，重大犯罪に対し必要とされる対処措置が
とれなくなり，ECに刑罰立法要請権限を認めたことが役に立たなくなっ
てしまい，結果として正当化理由としての必要性の土台が崩されてしまう
のではないかとの指摘もあった１００。また，裁判所が C―４４０／０５事件におい
て，刑罰の種類と重さについては ECレベルで決定できないとしたことに
より，同時に第１の柱と第３の柱で法行為を採択しなければならなくなり，
実際には不便であるとの指摘もあった１０１。
C―１７６／０３事件及び C―４４０／０５事件判決で認められた ECの刑罰立法要請
権限は，ECに新しく刑事法分野における独立した一般権限を付与するも
のではなく，また，刑事法分野の調和を目指すものでもない。今回は刑事
法の平面ではなく，EC法の平面が問題となっていると捉えるべきであり，
両事件では刑事法分野における ECの権限が認められた訳ではないと解さ
れる。すなわち，両事件により ECに刑罰立法要請権限が付与されたとい
うよりは，むしろ ECの個別的権限の行使を効果的なものとするための手
段が強化された，具体的には，構成国に刑罰を科すことを要請する権限が
付与されたという方が正確であろう。判決で認められた ECの刑罰立法要
請権限は，権限付与の原則に則った，第１の柱の措置の効果を十分に確保
する手段，あくまでも明示的に付与された個別的権限の行使の効果を十分
に確保するための権限と捉えられ，判決は妥当であると考える。
上述したように C―１７６／０３事件判決後，C―４４０／０５事件判決が下された。
確かに，C―４４０／０５事件により C―１７６／０３事件において不明瞭であった EC
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の刑罰立法要請権限の範囲が限定された。しかし，C―１７６／０３事件及び C―
４４０／０５事件の判決により，ECの権限の拡大手段が新たに加わったことの
意義は大きい１０２。環境分野が EC条約２２８条２項に定められる判決履行違
反手続の対象となることが多いことは，偶然ではなく，環境分野の法の執
行には時間がかかり，困難であるということの証左である。環境分野にお
ける構成国の義務違反は，条約違反手続及び判決履行違反手続によって対
処できるが，さらに，EC法の実施を貫徹するためには，EC法に違反す
る自然人及び法人に刑罰を科すことが手段として考えられる。これまで共
同体レベル，構成国レベルにとどまっていた EC法の実施が，C―１７６／０３事
件と C―４４０／０５事件という刑罰事件判決を受け，さらに，自然人及び法人
レベルまで徹底されることになる。
４．EC法における ECの刑罰立法要請権限認容の位置づけ
これまでも裁判所は EC法の履行確保のためにさまざまな原則や制度を
発展させてきた。１９５０年代の判例ファン・ヘント・エン・ロース事件１０３で
は，EC法の直接効果が，また，コスタエネル事件１０４では EC法の国内法
に対する優位の原則が確立された。E（E）C条約は，EC法の履行確保のた
めに E（E）C条約１６９条（現 EC条約２２６条）に条約違反手続制度を設定し
ていたが，判決を履行しない構成国に対し EC法の履行を貫徹できない脆
弱性を有していた。そこで，欧州司法裁判所は，この事態に対処するべく，
フランコビッチ事件１０５において，EC法違反の構成国に対し，個人が賠償
を求めることができるという国家責任の制度を創造した。フランコビッチ
事件では，E（E）C条約５条（現 EC条約１０条）に依拠しつつ，EC法の完
全な効果を保障することが理由づけの根拠とされた。このような完全な効
果の論理は，EC法の発展に寄与してきた。今回の C―１７６／０３事件及び C―
４４０／０５事件は，このような EC法の履行確保，特に EC法の完全な効果（la
pleine efficacite，volle Wirksamkeit）を保障するという文脈の中に位置づ
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けられる。さらに，この両事件における EC法の完全な効果は，ECの目
的とその Effet utileの確保の一部と捉えられる１０６。
５．今後の見通し
共同体の刑罰立法要請権限はあくまでも個別的分野の権限であり，刑事
法分野の権限は，ECの権限の範囲に入らないことは明らかになったが，
EUに刑事法分野の権限が付与されていない訳ではない。刑罰の種類や重
さについて，ECレベルで規定することは権限の逸脱になるが，EUレベ
ルで EU条約３１条１項（e）及び３４条２項（b）を法的根拠にして，枠組決
定の形で採択することは可能である。また，将来リスボン条約が発効すれ
ば，EU政策運営条約８３条２項により，すべての分野において刑罰の種類
と重さを定めることができるようになる１０７。それゆえ，C―１７６／０３事件及び
C―４４０／０５事件判決は，欧州憲法条約，リスボン条約が批准されず，未発
効になっていることに対する先取り実施であるとも捉える考え方が存在す
る１０８。もっとも，そのような先取りを行う裁判所の行為は，現行の条約が
定める境界線を越えているとする見解もある１０９。ただ，リスボン条約が発
効した場合においても，今回の判例の結果に従い，環境分野の個別的権限
である，EU政策運営条約１９２条を法的根拠にして，引き続き刑罰立法要
請権限を行使できるのか，あるいは，一般的な刑罰権限である EU政策運
営条約８３条２項に依拠することになるのか，疑問が残る１１０。
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